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１．はじめに 

 

（１）研究の背景と目的 

わが国は現在、人口減少時代を迎えるとともに、少

子高齢化もますます進行している。特に地方圏において

は既に十数年前からこれらの問題に直面し、存続が危ぶ

まれている自治体が多く存在している。このような状況

の中で、地域の維持、活性化は焦眉の課題である。この

ようななか、わが国では、国土形成計画1）が策定された。

この計画の中の全国計画においては、グローバル化や人

口減少に対応する国土の形成のために、持続可能な地域

の形成を行うとされており、地域へ人を誘致・移動させ

る、つまり地域間の交流や連携を促進するということが

必要であると述べられている。 

そこで、本研究では、地域間交流が地域に与える影

響を算出し、さらに、高速道路料金変化が地域間交流に

及ぼす影響を明らかにするため、政策シミュレーション

を行い、その効果を定量的に示すことを目的とする。 

 

（２）既往関連研究 

地域間交流に関する研究については、交通施設の整

備効果による交流圏の拡大というアプローチから多くの

研究が行われており、様々な成果があげられている。交

通施設整備によってもたらされる効果を、訪問先での

「滞在可能性」と、それを用いて算出した都市間のアク

セシビリティ指標によって、時系列にその変遷を明らか

にした中川ら2)による研究や、交通施設整備による都市

間所要時間の変化を推計することによって交流圏拡大の

観点からの整備効果の検討を行った阿部3)の研究がある。 
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観光交流に関する研究は、狭い範囲の地域を分析対象と

した研究や、特定の観光施設にスポットをあてた研究が

多い。観光型道路の整備効果を計測するため、溝上ら4)

は、アクセシビリティ向上による移動時間短縮便益を計

測する方法、さらに観光消費支出の増加による経済波及

効果を計測することができる観光インパクトの評価方法

を提案した。 

地域間交流という現象を効用最大化の仮説に基づい

てモデル化した研究に、目的地における特性（魅力）や

目的地での滞在時間を用いて効用関数を特定化し、個人

の持つ自由時間を制約条件とすることで地域間交流のモ

デルを導出した清水ら5)やKondo et. al
 6)

 による研究があ

る。これらの研究においては、交通施設整備による地域

間の時間距離の短縮がもたらす、目的地での滞在時間の

増大を交通施設整備が地域間交流に及ぼす効果として捉

え、指標化している。 

 

２．地域間交流のモデル化と地域間交流影響度7) 

 

（１）地域間交流の要素 

本研究では地域間交流を、地域を訪れる人の移動量

として捉える。ところで、現象として現れている地域 i

から地域 jへの人の移動量をXijとすると、このXijは、地

域iの居住者による地域 iから地域 jへの移動量x
i
ij、地域j

の居住者による地域 iから地域 jへの移動量 x 
j
ij、地域 i、

j以外の居住者による地域 iから地域 jへの移動量 x
E

ijが

含まれている。したがって、Xijは式 (1) のように表すこ

とができる。 

 

(1) 

 

ここで、地域間交流によって、訪問者がその訪問先

の地域に便益を与えると考えるならば、地域jの居住者

による地域iから地域 jへの移動量 x 
j
ijは居住地に帰って

くる移動量であり、この流動は、訪問先の地域である居

住地に、ほとんど便益をもたらさないと考えられる。ま

た、地域 iおよび地域 j以外の居住者による地域 iから

地域 jへの移動量x
E

ijも主たる訪問先を的確に捉えること

E

ij

j

ij

i

ijij xxxX ++=



ができない。そのために本研究では、地域 iの居住者に

よる地域 iから地域 jへの移動量x
i
ijのみに着目して分析

を行う。その理由は、本研究では、地域間交流が地域の

活性化につながることを意図した研究であるため、流入

する主体が、居住地に帰ってくるものであるのか、また

は他の地域から訪問してくるものであるのか、というこ

とを明確に区分する必要があるからである。このため、

本研究においては、流動主体の居住地が重要な意味を持

っている。  

 

（２）地域間交流モデル 

効用最大化理論に基づいて地域間交流のモデル化を

行う。ある単位期間内に地域iの居住者が地域 jへ訪問す

ることによって得られる効用をuijとすると、uijは、目的

地jにおける魅力と地域間に存在する連携によって地域i

の居住者が地域jに惹かれる度合いを定義した地域誘致

度Aij 、目的地 jでの滞在時間Sij 、訪問回数nijの関数であ

ると考えられる。そこで式(2)のように地域間交流の効

用関数uijを仮定する。 

 

       α 、 β  : パラメータ (2) 

 

であるから、限界効用が逓減することを仮定すれば、

0＜α＜1、0＜β＜1でなければならない。式(2)より地域i

の居住者が全ての地域への訪問から得られる効用Uiは式

(3)で表される。 

 

            (3) 

                                                      

ところで、居住地iから目的地jへ移動する際に必要な

片道の交通費用をCij 、1回の滞在に要する滞在費用な

どの消費額をSCijとすると、居住地iに住む人がnij回の地

域間交流を行えば、nij ・2Cijの交通費用とnij・SCijの消

費額を要することになる。ここで、消費額は滞在時間に

比例すると考えると、比例定数hを用いてSCij＝hSijで表

すことができる。そうすると、nij回の訪問による消費額

はh・Sij・nijと表すことができる。一方、この住民の交

流ための総予算をIiとおくと、地域間交流に要する総費

用はIi以下でなければならないため式(4)が成立する。 

 

(4) 

                                    

住民は、限られた予算で、地域iから他地域へ訪問す

ることにより得られる効用を最大化するように、他都

市への訪問回数nijと滞在時間S ijを決定すると仮定すれば、

式(3)、(4)より次の最大化問題が定式化される。 

 

効用関数                       (5)

                                                    

制約条件                      (6)

                                                      

効用U iを最大にするような訪問回数と滞在時間は、

式(5)、(6)の問題を解いて求めることができる。すなわ

ち、この問題はラグランジェの未定乗数法を用いて解く

ことができる。この最大化問題を解くと地域iの住民1人

あたりの地域jへの訪問回数nijとして式(11)が導かれる。 

 

 

 

         (7) 

 

 

 

また、式(7)の導出過程においてSijとCijの関係式(7)が

得られる。 

 

                   (8) 

                                                      

なお、式(8)においてSij＞0であることからβ＞αである。

すなわち、0＜α＜β＜1となる。 

 

（３）地域間交流影響度 

本研究では、地域間交流による目的地における効果

を、訪問した地域での訪問者の消費支出額によって捉え

るとし、その効果を表す指標を地域間交流影響度として

定義する。つまり、地域iの住民が地域jを訪問すること

によって、そこで費やす経済支出額wijは、訪問回数nijと

滞在中の消費額SCij、さらに地域iの人口Piによって表さ

れるとし、それを式(9)に示す。 

 

 

 

(9) 

 

   

 

このように、地域間交流影響度を地域iの居住者が地

域jを訪問し、ある期間内に訪問先で費やす総消費支出

額wijとして捉えると、wijは1人当たりの地域間交流を行

うために費やす総予算I iのうち、効用関数のパラメータ

の比(α/β)分を訪問先の地域jに割り振る構造となってい

る。また、地域iから地域jへの訪問における滞在消費額

は、地域誘致度Aijの1/(1-β)乗に比例し、訪問先である目

的地jまでの交通費用C ijの(β-α)/(1-β)乗に反比例すること

になる。 
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地域jにおける全ての都市からの訪問者による総支出

額の総和wijを地域間交流影響度Wjとし、式(10)に示す。 

 

 

 

 

 

 (10) 

 

（４）地域誘致度 

地域間交流を行う際に、目的地jにおける魅力と地域

間に存在する連携によって、地域iの居住者が地域jに惹

かれる度合いを地域誘致度Aijと定義した。これは、訪問

先jにおける魅力度Zijと、居住地iと訪問先jに存在する地

域間の連携度Rijを定式化することにより、式(11)のよう

に示すことができる。 

 

 

(11) 

,1

jz ,2

jz … j

nz,  : 地域jにおける魅力度指標       

( ),1

ijθδ ( ),2

ijθδ … ( )ij

mθδ, : 地域iと地域jの間の連携に 

関わる各要素について、それがあれば1、 

そうでなければ0となるダミー変数 

,1a ,2a …
,, na
 

,1b ,2b …
mb,

 : パラメータ 

 

３．モデルのパラメータ推定 

 

（１）パラメータの推定方法 

構築した地域間交流モデルに、地域誘致度関数を代

入することによって、モデルのパラメータ推定を行う。

パラメータの推定にあたっては、分析対象地域の単位は

都道府県とし、地域間の移動量が0であるものは分析対

象から外す。そして、式(7)に対して目的地 jとkの比を

とると、式(12)に示すような式となる。 

 

 

         (12) 

 

式(12)に、地域誘致度関数である式(11)を代入し、両

辺の自然対数をとることによって、式(13)に示すように

線形化することができる。この式(13)を用いてパラメー

タ推定を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(13) 

 

（２）用いたデータ 

地域間交流の実績値は、第4回全国幹線旅客純流動調

査(2005年)
8）の観光目的のデータを用いる。この調査は、

全国の航空、新幹線等の鉄道、自動車、幹線バス、幹線

旅客船の幹線交通機関を利用した流動を調査したもので

ある。交通手段については、各交通機関別データの自動

車のデータで、分析対象地域は沖縄を除く46都道府県と

する。沖縄県については自動車利用のデータは存在しな

いためである。ただし、データの関係上、3大都市圏内

は交通が発達していることもあり、これらの地域間の流

動は日常生活圏内と考えられており明らかにされていな

いため、3大都市圏内の流動は分析対象外とする。 

また、秋期1日の平日、休日データを、式(14)を用い

て年間のデータとする。モデルにおける、地域iから地

域jへの年間1人あたりの訪問回数nijは、地域iから地域j

への移動量を地域iの人口Piで除し算出する。ただし、

ここで用いる交流量は、居住地の判明しているデータx
i
ij

とする。 

 

( )値年間の地域間交流実績   

( ) ( ))(67)(298 日休日の流動量日平日の流動量　 ×+×=

        (14) 

 

人口については国勢調査のデータを使用する。地域

間交通費用については、NITAS(全国総合交通分析シス

テム、2006年)
9)の各交通機関別モードの県庁間のデータ

に、所得法によって算出された時間価値10)を考慮した一

般化費用を用いる。ただし、北海道については、NITAS

のデータが存在しないために、今回は分析対象外とする。 

地域jの魅力度Zjを構成する魅力度指標を表１に示す。

なお、各指標の調査年度は、分析対象年度の2005年に最

も近いデータを用いる。また、都道府県の規模に強く影

響を受ける指標については、訪問地の面積で除すること

によって、面積あたりの指標も分析に用いる。同様に、

人口で除することによって、人口あたりの指標も分析に

用いる。地域間連携度を構成するダミー変数は、高速道

路ダミー11)と流域ダミー12)を用いる。地域間連携度指標

を表２に示す。 
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表１  地域の魅力を表す指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２  地域間の連携を表す指標    

 

 

 

 

 

４．地域間交流影響度と算出方法 

 

（１）地域間交流影響度 

推定したモデルを用いて、地域間交流による目的地

における効果を、訪問した地域での訪問者の消費支出額

によって捉え、その効果を表す指標を地域間交流影響度

として定義する。つまり、地域iの住民が地域jを訪問す

ることによって、そこで費やす経済支出額wijは、訪問回

数nijと滞在中の消費額SCij、さらに地域iの人口Piによっ

て表されると仮定し、それを式(15)に示す。 
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式(15)の構造は、地域間交流を行うために費やす1人

あたりの総予算Iiのうちの効用関数のパラメータの比(α/

β)分に地域iの人口Piを乗じた値を、地域ij間の交通費用

Cijと地域誘致度Aijの値に応じて、訪問先の地域jに割り

振る構造となっている。また、地域iから地域jへの訪問

による消費額は、地域誘致度Aijの1/(1-β)乗に比例し、訪

問先である目的地jまでの交通費用Cijの(β－α)/ (1－β)乗

に反比例することになる。地域jにおけるすべての地域

からの訪問者による支出額wijの総和を地域間交流影響度

Wjとすると、これは式(16)によって表すことができる。 
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                 (16) 

 

（２）地域間交流影響度の算出方法 

モデルのパラメータ推定結果からは、式(16)における

α、βの値が求められないために、地域間交流影響度を

導出することはできない。ここで、家計調査13)において、

「1世帯あたり年平均1ヶ月間の消費支出」から、日常生

活圏を越える観光旅行における1年間、1人あたりの平均

消費額を得た。そして、これを、地域間交流を行うため

に費やす交通費用と、訪問先での滞在費用のための総予

算Iとする。この値と先に推定されたパラメータを用い

て、式(7)によって同式右辺の係数の値であるβ/(β-α)、さ

らに、算出した各年度における地域間の所要費用のパラ

メータ(1-α)(1-β)によって、パラメータα、βを求めた。こ

こで、パラメータα、βは、条件である0<α<β<1を満たす

結果となった。  

 

５．高速道路料金施策による経済効果の計測 

 

（１）1,000円のケース 

    シミュレーションの条件として、現在実施されてい

る、ETC休日特別割引を休日のみならず全曜日に実施し

た場合とする。対象道路区間は、NEXCO東日本・中日

本・西日本が管理する全国の高速国道と一般有料道路の

一部が対象となる。この休日特別割引の内容の、東京・

大阪近郊以外の区間においては、高速道路料金が最大5

割引または上限1,000円であり、東京・大阪近郊は最大3

割引(午前6時から午後10時)の高速道路料金をもとに各

都道府県の県庁所在地間の高速道路料金を用いる。また、

首都高速道路、阪神高速道路等については、それぞれの

料金設定に従った料金を休日特別割引の料金に加算する。

この料金の算出にあたりNEXCO東日本のE-NEXCOド

ライブプラザ14)の高速道路料金検索サービスを利用する。 

    このようにして算出した高速道路料金を地域間交通

費用に反映させ、次に示す式(17)を用いて政策による効

果を示す。ただし、料金以外の指標については2005年の

値を用いる。 

 

地域間連携度を
示すダミー変数

都道府県間が結ばれている高速道路（国土開発幹線自動車道、
一般国道の自動車専用道路、本州四国連絡道路）があるかどうか

流域ダミー 他都道府県に渡って流域を持っている１級河川があるかどうか

変数の意味

高速道路ダミー

本研究でとりあげた地域の魅力度指標 指　　標　　の　　特　　徴

百貨店数、年間商業売上高、商業従業者数 観光旅行に付随する

第3次産業事業所数、第3次産業従業者数 土産物などの販売や

大型小売店数、大型小売店売上高 観光産業の

飲食店数、商業地平均地価 発展の度合

舗装道路実延長 交通利便性を表す指標

都市公園数、都市公園面積 中心市街地のにぎわいの場や、

多目的運動広場数 地域の歴史的・自然的資源を

多目的運動広場面積 活用した観光振興の拠点

日本における長い歴史の中で

生まれ、育まれ、今日の世代に

守り伝えられてきた貴重な国民的財産

日本にとって歴史や学術、

芸術上価値の高いもの

博物館、美術館 多くの世代に共通して

動物園、植物館数 観光的な要素を含む施設

ホテル、旅館、温泉地数 観光旅行に付随する宿泊施設

年平均気温、快晴日数 観光に適した天候を表す指標

国宝、重要文化財数

史跡、名勝数



jbjaj WWW∆ −=
                                                    (17) 

 jW∆ ：料金政策導入による地域間交流影響度の変化 

  jaW ：料金政策導入後の地域間交流影響度 

  jbW ：料金政策導入前(2005年)の地域間交流影響度 

  

ここで、地域間交流影響度の変化を算出する過程で

導かれる訪問回数がどれだけ増加しているのかを示す。

つまり、制約条件の式(6)より、予算は政策導入後も同

じ金額と設定しているために、地域間交流1回あたりの

地域間交通費用が減少すれば、地域jを訪問する回数は

増加するため、その割合Δxijを算出する。式(18)に増加

率を算出した式を示す。また、図１に算出した各都府県

における地域間交流量の変化率Δxijを示す。 
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  ijx∆ ：料金政策導入による地域間交流量の増減率 

   ijax ：料金政策導入後の地域間交流量 

    ijbx ：料金政策導入前(2005年)の地域間交流量 
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図１ 1,000円の場合の流動量の変化率Δxij 

 

 図１より、宮城県、山梨県、大阪府、香川県において

は流動量が2倍以上になっていることがわかる。また、

圏域ごとにみると、政策導入により東北や北陸、近畿な

どでは全県的に交流量が増加していることがみてとれる。

全国でみると、政策により地域間所要費用が減少すると、

2005年に比べ約8、700万人(約26%)地域間交流量が増加

する結果となった。 

次に、式(18)を用いて政策による地域間交流影響度の

変化∆Wjを求めたものを、図２に示す。 
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図２  1,000円の場合の地域間交流影響度の変化ΔWj 

 

 図２をみると、東京や大阪周辺の地域では、影響度が

マイナスになっていることがわかる。これは、大都市周

辺では、料金の上限が1,000円ではないことが要因であ

る。また愛知県から新潟県にかけては、年間50億円以上

も影響度が増加している。これは、長野自動車道や北陸

自動車道を経由すれば中部や東北に1,000円で行き来可

能になり、首都圏に観光目的で訪問していた人が、これ

らの地域間交通費用の減少により、これらの地域へ訪問

するようになり、影響度が増加したと考えられる。 

 

（２）無料のケース 

    次に、高速道路料金無料化の場合の地域間交流影響

度をシミュレーションする。条件としては、都市高速道

路などを含む、すべての高速道路料金を無料とした。ま

た、地域間交通費用以外は2005年のデータを用いる。 

 まず、1、000円のケースと同様に、式(18)を用いて、

高速道路料金が無料になった場合の、地域間交流量の変

化率Δxijをみる。図４に高速道路が無料化になった場合

の流動量の変化率Δxijを示す。 
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図４ 無料化の場合の流動量の変化率 ijx∆  



 図４をみると、宮城県、埼玉県、山梨県、大阪府、和

歌山県、香川県において流動量の変化率が2以上となっ

た。特に、宮城県、大阪府、香川県においては、5倍近

い値となり、高速道路が無料になった場合の影響が大き

いことがわかった。また、全国でみると、2億5,000万人

(約75%)流動量が増加する結果となった。 

次に、2005年のモデルを用いて、高速道路施策導入

の場合の政策の効果を、式(17)を用いて求める。無料化

の場合の地域間交流影響度の変化ΔWjを図５に示す。 
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図５ 無料の場合の地域間交流影響度の変化ΔWj 

 

    図５をみると、首都圏においては東京都を含み他の

周辺の県においても大きくマイナスを示す結果となった。

また他の圏域をみてみると、各圏域とも3大都市圏に近

い地域は地域間交流影響度の効果がみられプラスとなっ

ており、逆に遠い地域では、マイナスとなっていること

がわかる。 

 

６．おわりに 

 

本研究では、全国における観光を目的とした、自動

車利用による地域間交流に着目し，地域間交流をモデル

化することで、地域間交流が地域に与える経済的な効果

である地域間交流影響度を定量的に示すことができた。

また，高速道路料金変化を政策として，シミュレーショ

ンを行った。その結果、高速道路料金政策に伴って、地

域間交流が活性化し、経済効果が大きく見込まれる地域

がある一方で、地域間交流が衰退する地域があることが

みてとれた。 
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